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1999年12月27日

団長　大田　正豁

インドネシア北スラウェシ地域サンゴ礁管理計画作成開発調査事前（Ｓ／Ｗ協議）インドネシア北スラウェシ地域サンゴ礁管理計画作成開発調査事前（Ｓ／Ｗ協議）インドネシア北スラウェシ地域サンゴ礁管理計画作成開発調査事前（Ｓ／Ｗ協議）インドネシア北スラウェシ地域サンゴ礁管理計画作成開発調査事前（Ｓ／Ｗ協議）インドネシア北スラウェシ地域サンゴ礁管理計画作成開発調査事前（Ｓ／Ｗ協議）

報告書報告書報告書報告書報告書

はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに

　1999年12月８～22日までの予定で、大田国際協力専門員を団長とし、ＪＩＣＡ社会開発調査第

２課の担当者、環境庁自然保護局担当者、２人のコンサルタントよりなるミッションがインドネ

シアを訪問した。

１．事前調査の焦点１．事前調査の焦点１．事前調査の焦点１．事前調査の焦点１．事前調査の焦点

　インドネシア側のＣ／Ｐ機関と協議し、Ｓ／Ｗ及びＭ／Ｍを合意し、署名するための事前調査

としてのポイントは、次のとおりであった。

(１) Ｃ／Ｐ機関は、ＢＡＰＰＥＮＡＳ、ＬＩＰＩ、ＣＯＲＥＭＡＰの３者より成っている。

ＢＡＰＰＥＮＡＳは、技術協力の受入れ機関であると同時にプロジェクトが関係省庁に

またがる場合の調整機関としての役割を果たす。ＣＯＲＥＭＡＰは、単なるプロジェク

ト実施機関ではなく、ナショナル・レベルで設置されたサンゴ礁保全のための国家プ

ログラム推進機関と位置づけることができる。そのため、関係省庁から職員を集めて

ＣＯＲＥＭＡＰ事務局が独立したオフィスとして設置され、その調整役をＢＡＰＥＮＡＳ

及びＬＩＰＩが果たしているものと判断される。ここでは、ＷＢの開発したナショナル・

レベルのフレームワークの元で、ＡＤＢ、ＵＳＡＩＤ、ＧＴＺその他のドナーがそれぞ

れインドネシア全土を分割して所掌し、サンゴ礁に関する調査・研究を主体とするプロ

ジェクトが進められている。また、ＣＢＭの概念を今後の管理に活用することは、プロ

グラム全体の目標とされていて、その初めの段階として、コミュニティの社会解析調査

が、戸別訪問調査手法により実施されている。ＣＯＲＥＭＡＰは、サンゴ礁保全のため

のプログラム、プロジェクトを開発し、10県にフィールド・オフィスを設置し、各種マ

ネージメントのためのプロジェクトを推進することをめざしているが、フィールド・オ

フィスは４県にしか設置されておらず、それぞれのオフィスでは人材が不足し、また、

本部の役割を果たすＣＯＲＥＭＡＰが、具体的なサンゴ礁資源管理ためのプロジェクト

そのものを作成・実行することができないでいるために、現在実施されているドナーによ

る調査研究活動を影で支えることのみが活動であるような印象を受けた。ＣＯＲＥＭＡＰ
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は、このような弱点を有する機関である。

(２) ＬＩＰＩは、科学研究機関であって、管理機関ではない。ＣＯＲＥＭＡＰの職員構成

をみると、このＬＩＰＩから出向している研究者がほとんどで、サンゴ礁の研究者集団

としての印象を受ける。そのために、従来はサンゴ礁に関する調査研究を実施してきた

模様であって、フィールドにおける管理計画の作成やその実行については、あまり経験

もなく、実績も有していないように見受けられる。

(３) 自然資源管理は、フィールド・オフィスやフィールド・オフィサーがいない限り実

行できないことは明白である。自然資源管理のコンセプトを議論し、その実行方法を

研究者が議論したとしても、国全体の行政としては実行される可能性は少ない。現在

ＣＯＲＥＭＡＰはサンゴ礁そのものを研究し、調査している段階であって、フィールド

で具体的な資源管理の計画を作成して実行するには至っていない現状にあるものと推測

した。そのためＣＯＲＥＭＡＰの有する弱点は、ドナーによって支援されている研究活動

のＣ／Ｐ機関としての活動が中心で、地方の行政機関、県知事オフィスやＢＡＰＰＥＤＡ

等の地方レベルの経済開発行政及びローカルコミュニティ、ＮＧＯｓを巻き込んだ管理

を実施する体制がいまだ確立されていないことにあるものと考える。

(４) 一方、国立公園などの保護区の管理は、林業局の自然保護総局が担当し、各保護区に

は管理事務所が設置されている。しかしながら、多くの場合、保護区そのものが小面積

にとどまっているために、庭園のような狭い面積の区域を管理するというイメージがあ

る。資源管理という場合に求められる、対象面積がある一定程度以上の面積を有する区

域の管理というイメージとの間には何かギャップがあると感じるものである。

(５) 一方、最近就任したばかりのインドネシア大統領は、インドネシアが海に囲まれた島

国であることから海洋資源管理の重要性に着目し、海洋資源開発及び漁業省を設置し、

その大臣として元環境大臣であり環境管理庁の長官であったサルオノ氏が任命された。

いまだ５人の局長のうち３人のみが任命された模様であって、その他の幹部及び職員は

いまだ任命されず、その組織も権限も、マンデートもいまだ明確になっていない。しか

しながら、新たに発足したこの省は、その名前から判断するとインドネシア全体の漁業

資源を含む海洋資源の適正管理を最大の目的とするものと予測される。従来海洋資源管

理を所管する行政機関が存在しなかったため設置されることとなったものであろう。今

回のＪＩＣＡ開発調査は、北スラウェシ州という限定はあるものの、サンゴ礁を含む広
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範な資源の適正管理の強化とサステイナブルな利用をめざすものであることから、この

新しい省のマンデートに合致するものと予測される。

(６) 以上から、ＪＩＣＡが開発調査を実行する際のＣ／Ｐ機関を決定する作業のなかで、

どの機関をＣ／Ｐとするかという点では割り切れないものがある。もともとの要請その

ものが、ＣＯＲＥＭＡＰとＬＩＰＩから出されているが、実際に業務が開始される時点

で、海洋資源開発及び漁業省に乗り移る必要性も出てくるかもしれない。その際に必要

なインドネシア国内での省庁間の調整作業については、サルオノ大臣自身によって積極

的に行われることが期待される。

(７) ＵＳＡＩＤは、３年前から北スラウェシ州でサンゴ礁に関する研究及び周辺コミュニ

ティの社会解析調査を実施している。ＪＩＣＡが調査を実施するに際してはすでに３年

のフィールド調査を実施してきた経験があり、ＣＢＭをパイロット事業として実施して

いる経緯もあり、当初から、何らかの協力体制の構築が必要である。

２．今回実施するＪＩＣＡ開発調査の主要内容と特徴２．今回実施するＪＩＣＡ開発調査の主要内容と特徴２．今回実施するＪＩＣＡ開発調査の主要内容と特徴２．今回実施するＪＩＣＡ開発調査の主要内容と特徴２．今回実施するＪＩＣＡ開発調査の主要内容と特徴

(１) 今回の開発調査の特徴は、調査を通じ、総合化されたサンゴ礁を含む多様な資源の適

正管理のための計画を作成し、その実行に必要な組織、制度、人材などのエンフォース

メント体制を明確にし、更に地域の資源管理に必要な対策と財源までも含む実行方法を

明確に提示することである。そのため、サンゴ礁管理計画という調査のタイトルとなっ

ているもののサンゴ礁に関する調査と研究のためのプロジェクトではない。

(２) 資源管理に必要な基礎的情報は既存のものの中からすべてを入手できないため、調査

団が現地調査を実施せねばならない点は多々ある。スポット的な小面積における調査は

すでに多くのドナーのアドバイザー・研究者によって数多く実施されてきたが、ある程

度の面積（例えば沿岸100キロメートル以上）にわたってサンゴ礁の分布を地図上に落と

したものもなければ、ある一定程度の面積内のサンゴ礁が健康であるかすでに何らかの

人為によるインパクトによって損壊されてしまったかなどを地図上に落としたレポート

もない。本来の資源管理を実行する計画を作成するには、このようなある一定程度以上

の面積にわたる調査結果がない限り実行可能な計画作成は困難になる。ＣＯＲＥＭＡＰ

では、衛生写真とＧＩＳを組み合わせたサンゴ礁に関する全国的なマップは作成されて

いるが、資源管理計画作成に必要な１／１万分から１／２万5,000程度の縮尺地図は作成

されたことがない。
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(３) そのため、１／２万縮尺の航空写真を撮影し、これを図化してサンゴ礁の分布域を明

確にし、計画作成の根拠とせねばならない。また、分布図には、どこが健康でどこが損

壊されているかなどの情報をフィールド調査（グランド・トレース）を実施しマップに

盛り込むことは不可欠である。この結果を科学的に評価することによって、北スラウェ

シのサンゴ礁資源が、地球規模でどの程度の価値を有するかを明確にできれば、今後の

保全を検討する際の指標になるものと考える（このような意味で、当該開発調査は単に

北スラウェシ一帯のサンゴ礁そのものを研究するためのプロジェクトではないことは徹

底的に理解されねばならない)。また、これらの調査によって得られた情報は、サンゴ礁

の保全の普及啓蒙活動に活用されねばならない。そのために必要な地域コミュニティを

対象とした普及啓蒙のためのビデオ、スライド、ガイドブック、小冊子、パンフレット

などを作成し、現在活動している地方行政機関、ＮＧＯｓや学校教育の場で活用される

マテリアルズの作成を同時に計画すべきであろう。

(４) 総合化された資源管理計画は、サンゴ礁の分布する区域を中心とした資源を地域住民

がどのように利用しているか、その結果、サンゴ礁資源に悪影響を及ぼす人為的活動が

行われているかを明確にし、その人為的な悪影響を排除しサスティナブルな資源管理を

推進すること、サンゴ礁資源が保全されることによって得られる産卵場所や稚魚の生息

地の確保など漁業資源再生産のための場所を提供するなどのベネフィットを明確にし、

コミュニティの生計を得る場としての役割を果たすことなどをベースに検討されねばな

らない。特に、ダイバーを対象とした観光業を営むグループは、その地区の有するキャ

パシティを越えた過剰利用（船の投錨によるサンゴ礁の破壊、ダイバーが足で踏みつけ

る等による被害、ごみの投げ捨てによる悪影響等）によって資源の減少、悪化、劣化な

どを引き起こすことがないようきちんとしたオペレーションのための対策を盛り込んだ

取り決めを行う等も必要となるであろう。また、ダイナマイトやシアンによる違法漁業

の取り締まり対策の強化も取り上げねばならない。

(５) 保全計画は、対象地域のゾーニングを行うこと、それぞれのゾーニングされた区域の

資源管理の基本的な考え方、具体的な方法などによって構成される。具体的な方法には、

管理に必要な法的な側面、行政的な意味での組織制度の強化、規則等のエンフォースメ

ントの確保などに加え、地域のコミュニティによって実施されるべきアクション、その

ためのコミュニティ活動、より広い意味での普及啓蒙・教育活動などが含まれるであろ

う。
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(６) さらに、広域的な視野で対象地域を検討することも必要であって、対象海域やコース

ト・ライン沿いの資源のみならず、海岸線の内側に散在する農地、丘陵地帯の農地、湖

及びそこに生活するコミュニティや彼らの文化等にも着目して、エコーツーリズムの資

源としての文化や北スラウェシ特有のエコシステムにも目を向けて地域一帯のローカル

な視点からの経済発展の方向とアイデアを発掘し、実行することによって、結果として

地域コミュニティの生活向上に貢献することが求められる。

(７) 地元の北スラウェシには、サンゴ礁保全にかかわる関連職員、研究者、ＮＧＯｓのト

レーニングを行うとともに、何らかの形で観光にも貢献するようなセンター（最近発見

されたシーラカンスを目玉としたようなビジターセンター的な建物を想像したり、水中

展望塔のようなものを想像したりしているらしい)。そのものを建設して欲しいとの強い

要請がある。事前調査団は、当該調査は、あくまでも調査事業であって、そのなかでイ

ンフラ投資を実行するものではないことを十分に説明した。一方、インドネシアでは、

地方分権化を今後は強力に推進すべきであるとの議論が進行しており、本年法律もでき、

２年以内に施行されるという。その結果どのようなことになるかは不明の部分が多いが、

従来中央主導で実施されてきたあらゆる事業が、中央集権の反動から強すぎる地方分権

化の方向へ進まないとも限らない。

(８) Ｍ／Ｐは実行するために作成されることは当然であるが、そのなかで示された各種の

資源管理計画、アイデア、経済発展計画、組織制度強化、その他は中央政府というより

地方行政機関によって実行することを目的として計画されねばならないことも想定でき

る。そのため、Ｍ／Ｐ作成作業の際には、地方行政機関との事前打ち合わせが特に重要

となる。いずれにしろ、どのような計画を盛り込もうとも、その必要性、財政的側面、

維持管理体制、事業のサスティナビリティ、期待される成果、地方経済に及ぼすインパ

クトなどそれぞれの事業についても的確なジャスティフィケーションを必要とする。

３．当該事前調査の結果３．当該事前調査の結果３．当該事前調査の結果３．当該事前調査の結果３．当該事前調査の結果

(１) ＪＩＣＡ開発調査のめざすべきもの

　ＪＩＣＡの有する技術協力の１つのスキームである開発調査は、開発途上国での国と

しての行政効率を向上させるための国家計画や主要な地方の計画の作成支援、政策の基

本となるべき調査を実施することによって国の根幹となる政策の作成支援、各種政策の

効率的、効果的実行支援、そのための制度、組織、法体系等の支援、業務効率をめざす

ための職員のトレーニング、行政全体の能力向上、その他特定分野インフラ整備のため
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のＦ／Ｓ実行支援、その他広範な技術移転等を目的とするものであろう。

　しかしながら、ＪＩＣＡ開発調査という言葉から想定される調査は、特定プロジェク

トのＦ／Ｓ、特定地域や分野のＭ／Ｐの作成支援等に限られた傾向がある。ＪＩＣＡプ

ロジェクトのより効率化を求めるとなると、従来の考え方から脱却し、国家の基本政策

の作成やその実行の支援など、より国家としての中枢機能強化を支援する方向をめざす

べきものと考えるものである。

　今回の開発調査は、インドネシアのスラウェシ島の北部にある北スラウェシという州

の半分以下の地域を対象としていることから判断すると限られた地域のなかで、サンゴ

礁という特定の対象となる資源管理のための計画を作成することである。しかしながら、

インドネシアでは、海洋資源管理のための総合的な計画作成を行い、そのような計画を

実行に移すという経験をいまだ有していない。よって、この種の調査は、国始まって以

来の調査ということができる。

　現在ＣＯＲＥＭＡＰという国家プログラムをＷＢの主導の元に開始し、そのため関係

省庁から人材を集めた組織ができている。しかしながら、他のドナーを巻き込んだ壮大

なプログラムは、最初のステップとしては資源管理の強化という大きな目標を掲げなが

ら特定の狭いスポットを取り上げ調査や研究を実施している段階にあり、いまだ、資源

管理計画の作成と実効というステップに移れないでいる。

　このようなタイミングでＪＩＣＡが開発調査を実施することとなり、その過程でより

大きな効果を与えるためには、総合的な資源管理計画をインドネシア側の職員と協力し

て作成し、その過程のなかで作成された計画をどのように実行するかというノウハウを

移転し、計画の実行体制構築を支援することが重要となる。

　インドネシアでは、海洋開発及び漁業省という新しい組織が新たな大統領の元で設置

され、周囲を海に囲まれた島国であるインドネシアの国民の生活向上をめざしたサスティ

ナブルな資源管理を開始すべしとの国家レベルの決定がなされたものと考えられる。こ

のような新たな動きを考慮すると、当該開発調査は、今後インドネシア海洋資源のサス

ティナブルな資源管理のパイロット・プロジェクトとしての位置を占めているものと判

断できる。新たな省として設置された海洋資源及び漁業省のサルオノ大臣及び同省の高

官と連絡を密にし国家パイロット事業としての認定を受け、その下に国家の基本政策を
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作成するための事業として位置づけることが重要である。

　その手法としては、資源管理は、その資源に依存して生活しているコミュニティの積

極的協力なしには達成できないし、コミュニティの資源への依存度や利用方法は地域に

よって異なるため１つの国家政策を広大な国土全体に適用することは不可能である。今

回の調査では、県や市を中心とする地方行政機関との実質的な協議、代表的コミュニティ

の社会構造解析調査、すでに多くの活動を幅広く実施しているＮＧＯｓとの協力、普及

啓蒙活動などを組み合わせ、調査を実施する日本のコンサルタントの有する知識、経験、

技術、アイデアを総動員したソフト主体の調査活動が推進されねばならない。

(２) ＵＳＡＩＤとの協議による協力体制の構築

　今回在インドネシアＵＳＡＩＤオフィスの自然資源担当のオフィサー、海洋資源管理

プロジェクトのマネジャーとの協議が実施された。我が方の提示したプロジェクトの概

要については、ＵＳＡＩＤの実施しているプロジェクト・サイト３か所を含むより広範

な地域を調査対象地域としている。しかし、調査が重複すると言うよりも、より広範な

視野からコミュニティや地方行政機関を巻き込んだ総合的な資源管理計画の作成を試み

るというＪＩＣＡの調査目的がＵＳＡＩＤのプロジェクトとは異なること、航空写真の

撮影によって、広範囲な区域のサンゴ礁の分布やその健康状態などを地形図に落とした

マッピングを行うことなど大規模な調査を行うこと等により、相互に補完し合う性格の

調査がＪＩＣＡによって実施されることが明確になったことにより、今後相互に協力し

合うことが確認された。

　一方、ＪＩＣＡにとっても、すでに３年間にわたりＵＳＡＩＤの研究者によって実施

されたサンゴ礁そのものの研究や詳細なコミュニティの構成、各種自然資源に依存して

いるコミュニティの生活の実態などの研究結果は、当該調査をより信頼性の高いものに

するために不可欠の資料である。

　マナドでは、プロジェクト・マネジャーや実際の研究を実施しているアドバイザー等

と協議する機会を得た。彼らは、ＪＩＣＡ専門家として派遣されている和田専門家がシー

ラカンスの発見に伴ってＮＧＯを巻き込んでその保護のために実施されたキャンペーン

を高く評価していたこともあり、また、自分たちの活動が優れたサンゴ礁資源を有する

特定のスポットでの研究活動に限定され、マネージメント強化という究極目的を得るに

は不充分であるとの認識があり、ＪＩＣＡによって彼らが実施得ない調査結果を入手で
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きるとの読みがあったことにより、過去の調査結果をＪＩＣＡ調査団に提供し、積極的

に調査に協力するとの快諾を得ることができた。

　さらに、マナドからジャカルタに戻った後にも、再度、海洋資源管理プロジェクトの

マネジャーと打合せを行い、マナドでのＵＳＡＩＤ関係者、大学等との打合せ結果、県

などの地方行政機関との協議結果を報告し、双方の協力体制構築を再確認した。

(３) 北スラウェシ州での地方行政機関との協議

　北スラウェシ州では、副知事、州ＢＡＰＥＤＡ長官、州ＢＡＰＥＤＡＬ長官、大学の

代表者等約40人の人々との会議を持った。副知事の歓迎の辞、参加者の紹介で会議が開

始されたが、今回のＪＩＣＡ事前調査団には多大の期待を寄せていることが理解できた。

　要請に応えて本格調査の目的、概要の説明を行った。特に、航空写真を撮影し、従来

行われていなかったサンゴ礁の分布、生息状況、北スラウェシのサンゴ礁の特徴等の把

握を行うとともに、すでに損なわれてしまったサンゴ礁の範囲などを明確にし、可能で

あれば破壊の原因を明確にし、北スラウェシの観光産業の基盤であるサンゴ礁の保全と

サスティナブルな利用のための計画を作成することを述べた。資源管理は、地元の行政

機関、大学、ＮＧＯｓ、コミュニティが一帯となった管理協力体制の構築が必要である

こと、更には、陸上の代表的なエコシステムや農地と住民とが一体となった文化を明確

にし、地域の活性化に貢献する調査であることが強調された。

　州側からは、シーラカンスを含むサンゴ礁保全のためのセンター建設、巨大透明チュー

ブを海底に沈め、海底を歩きながら探勝する観光施設の建設要請があった。我が方から

は、そのような施設建設は単なるアイディアの段階であり、きちんとした調査によるジャ

スティフィケーション、コスト、維持管理費、運営費の額、その捻出方法、事業実施主

体等が不明のままではファンディング・サポートを求めることはできない。今回の調査

では、インフラ整備は含まれていないが、将来の方向については、当該調査のなかで、

地元と密接な協議を行って結論が出るものと説明を行った。

　また、地元の研究者、ＮＧＯｓの有するローカルの研究成果や技術を活用して欲しい

との要請については、ＪＩＣＡは、地元の協力がない限り調査は実行できない、研究者

の協力を得るに際しては、サブコントラクトによって協力を得ることとすると説明した。
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　最終的には、ＪＩＣＡの本格調査に対し、地元を上げて協力したいとの意向が表明さ

れ、私からも、2000年４月には本格調査団が乗り込んできて調査を開始する予定である

ことを述べ、今後の協力体制の構築と支援要請を行って謝意を表した。

　マナドでは、この他、ＮＧＯｓ、ＵＳＡＩＤプロジェクト・オフィス関係者、アメリ

カ人研究者との協議も行い、本格調査の内容を説明し、快く協力するという心強いコミッ

トメントを得ることに成功した。

(４) ＣＯＲＥＭＡＰとの協議

　ジャカルタ北部アンチョールにあるＬＩＰＩ海洋研究開発センター所長の挨拶、参加

者の紹介があり、ＣＯＲＥＭＡＰのProject Management Office、スギアルタ博士の

ＣＯＲＥＭＡＰの活動紹介のＯＨＰから開始された。

　ＣＯＲＥＭＡＰは、国家政策の強化、地方コミュニティ開発、戦略的計画の作成、

ＣＢＭの確立、ＣＯＲＥＭＡＰプログラムのサスティナビリティ、地方トレーニング・

センターの建設、サンゴ礁モニタリング体制の確立等、幅広い目標を掲げていること、

多くのドナーの支援を得てサンゴ礁に関する研究実績があり、数多くの出版物として刊

行されていること等についての説明があった。

　我が方からもコンピューターＯＨＰプロジェクターを使用し、本格調査の目的、概要

の説明を行った。

　ＣＯＲＥＭＡＰは、幅広い目標（Goal）を掲げてスタートしたものの、目標達成に必

要な実行可能な資源管理のための管理計画を国レベルでも地方レベルでも作成し、実行

する段階に至っておらず、スポット的な限られた地域でサンゴ礁やコミュニティに関す

る研究活動に限定されている。このような情報が事前に得られていたために、我が方の

調査目的が、ＣＯＲＥＭＡＰの掲げるゴールを実現するために必要な実行可能な計画を

作成し、実行に移すことであることを強調した。その結果、我が方の調査のフレームワー

クについては、好感を持って迎えられ、その場で完全な合意を得ることができた。

　また、ＣＯＲＥＭＡＰが日本側に期待していたサンゴ礁センターや地方管理のための

事務所、トレーニング・センターの建設等のインフラ整備については、単なるアイデア

の域を出ないものであって、当該本格調査を通じきちんとしたジャスティフィケーショ
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ンがなされない限り、日本政府も他のドナーも次のステップに踏み出せないと詳細に説

明し、十分な理解を得た。また、海岸沿いのサンゴ礁については、衛生写真を使用した

全国的なアトラスは刊行されているが、縮尺が大きすぎて明確に資源を把握できない。

よって、相当の面積にわたる地域の航空写真を撮影し、分布、生息環境、生息状況、人

為による被害の状況などを広域的に把握することを試み、そのデータを元に資源管理計

画が作成されねばならないと力説した。インドネシアではこのような試みがいまだ実施

されていないため、この説明は高い評価を得て本格調査の概要が基本的に合意がなされ

たものと判断している。

　第２日目の協議ではＳ／Ｗ案に関する議論が行われた。Ｓ／Ｗ案のフレームワークに

ついては、あらゆる開発途上国でＪＩＣＡが、この種の調査を実施するときにすべて使

用される様式に沿ってドラフトされたものであり、調査団に与えられたマンデートによっ

て修正できる部分は少なく、目的、調査のスコープ等について協議することを説明した。

　初日の協議によって本格調査のフレームワークが合意されていたため、ワーディング

等の微調整が行われただけで協議は短時間で終了して合意に達した。

　第３日の協議は、Ｍ／Ｍ案について議論した。すでに合意されていたので、協議その

ものはスムーズであった。ＣＯＲＥＭＡＰ側は、航空写真の撮影、図化、解析等に関心

を寄せており、日本のコンサルタントのみが行うのではなく、この機会にＣＯＲＥＭＡＰ

職員に技術移転を行うよう要請があった。この技術移転は開発調査の目的の一つである

ことからＭ／Ｍに記入し、航空写真以外の部分についてもＣ／Ｐの配置要請を行ってそ

の旨を記載した。

　しかしながら、現状ではＣＯＲＥＭＡＰが職員を現地に派遣するための旅費すらも確

保できない状況にある。我が方からはＪＩＣＡの規則によりインドネシア側政府職員の

人件費や旅費を負担できないと記載した点については、削除を求められたが、ＪＩＣＡ

の基本的ポリシーであるとして押し切った。その他については、ワーディングの微調整

を行い、合意をし、協議を終了した。
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(５) サルオノ大臣との協議

　12月14日、北スラウェシ、マナドにおける現地調査からジャカルタに戻る際に、丁度

マナド飛行場に着いたサルオノ大臣を和田専門家とともに短時間表敬する機会を得た。

サルオノ大臣は、私がインドネシア環境管理センター・プロジェクトのチームリーダー

を勤めていた際の環境大臣であって、環境管理庁の長官も勤めていたこともあって旧知

であった。この機会を利用し、ＪＩＣＡは、マナドにおいてサンゴ礁を中心とした海洋

資源管理のプロジェクトを実施するが、このプロジェクトは新たに大臣が今後実施する

海洋資源管理のための行政目的に合致するものであると信じているため、是非ジャカル

タで再会し、今後大臣と協力できるよう打合せを行いたいと申し入れた。

　しかしながら、何度も秘書と連絡を取ったものの、大臣の日程が詰まっており、また、

ウジュンパンダンへの国内出張もあって最終的にはお会いする機会は得られなかった。

今後は、和田専門家が同省の２人の局長と連絡を取り、我が方の意向を説明し、機会が

あれば直接大臣と連絡することとされた。

４．所感４．所感４．所感４．所感４．所感

　今回の事前調査は、ＪＩＣＡ和田専門家が周到な準備にあたり、ＣＯＲＥＭＡＰ、ＬＩＰＩ、

ＢＡＰＰＥＮＡＳの幹部をはじめ、ＵＳＡＩＤ関係者、地元の知事、副知事、ＮＧＯｓ、大学研

究者等に本格調査の内容やその実施について周知徹底してあった。そのため関係機関への表敬や

実質的な協議等はすべて順調に行き、さらに、短時間であったがサルオノ海洋開発漁業省大臣に

会うことができたことは幸いであった。

　今回の調査を通じ、当該開発調査が、インドネシア大統領が主唱しているインドネシアの海洋

資源管理という新たな行政の国家政策立案に大きく貢献できるプロジェクトになるという感触が

得られた。従来の開発調査の枠を超えた成果が期待されるプロジェクトの準備に団として貢献で

きたことは幸いであった。

　最後に、当該事前調査団の協議を成功に導くこととなった関係者のご尽力、ご協力に最大限の

謝意をここに表します。

以上
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７　事前調査（Ｓ／Ｗ協議）現地会合要旨７　事前調査（Ｓ／Ｗ協議）現地会合要旨７　事前調査（Ｓ／Ｗ協議）現地会合要旨７　事前調査（Ｓ／Ｗ協議）現地会合要旨７　事前調査（Ｓ／Ｗ協議）現地会合要旨

インドネシアサンゴ礁管理計画事前調査（Ｓ／Ｗ協議）

1999年12月

現地会合要旨

1212121212月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）9:009:009:009:009:00　ＪＩＣＡインドネシア事務所　ＪＩＣＡインドネシア事務所　ＪＩＣＡインドネシア事務所　ＪＩＣＡインドネシア事務所　ＪＩＣＡインドネシア事務所

所長　庵原　宏義　氏

　　　北野　一人　氏

　団長より本調査の主旨につき説明。特に、今回の開発調査は、サンゴ礁保全のＭ／Ｐを作成す

ることが主な目的であるが、啓蒙活動や環境教育のツール（写真集、パンフレット、ビデオ等）

を提供すること、また、作成された管理計画が実行に移されるよう支援することを目的にするこ

と、そのため、資源管理に必要な地元住民（コミュニティ）の参加が不可欠である旨強調。具体

的には、海洋開発・漁業省（Ministry of Marine Exploration & Fisheries）が新たに設置

され、その省のマンデートがサンゴ礁を含む海洋資源の保全と考えられるので、当該調査目的と

合致する。そのため、新大臣の仕事の目玉となるパイロット・プロジェクトとしての位置づけに

していただけるよう、働きかけて行きたいと説明した。

　庵原所長よりは、｢現在のインドネシアでは精度の高い調査を行ってもそれを全土に波及させ

る余裕がない。よって本チームがこのミッションをとおしてどの位インドネシア・サイドを喚起

できるかが鍵であろう。」と前置きのうえ、｢調査後、実際に地元の人々の生活改善にも踏み込

んだ事業に結びつくよう、ＪＩＣＡの様々なスキームを活用した事業の提示を行い、有機的に管

理事業につなげて欲しい。インドネシアでは海洋資源管理に高いプライオリティーを置いてお

り、今回この時期にＳ／Ｗ協議の調査団がインドネシアを来日したことは、まさに時宜を得たも

のである。」との言葉があった。
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1212121212月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）11:3011:3011:3011:3011:30　在インドネシア日本国大使館　在インドネシア日本国大使館　在インドネシア日本国大使館　在インドネシア日本国大使館　在インドネシア日本国大使館

二等書記官　八山　幸司　氏

　団長より本ミッションのインドネシアでのスケジュールに続き、今回の協議を経て作られる、

開発調査のデザインに際して、実効性のある地元の資源管理が可能になるような調査を実施した

く、また、調査の過程で、日本、そしてＪＩＣＡにサンゴ礁保全のため、また地元経済の活性化

のための支援を行うことが期待されるようなアイデアも生まれてくるものと考えられることか

ら、今後密接に情報提供を行うので大使館の協力をお願いしたい、と述べた。それを受けて、八

山氏よりも、つい先日大使が科学技術大臣を表敬した時の対話として、biochemistryと並んで

marine（漁業及び海岸資源探査）が大臣の優先事項として挙げられたことを紹介、今後この分野

は日本として力を入れるべき分野であり、大使館としても草の根無償などのスキームを活用し、

インドネシアにとって不可欠の資源管理活動を強化するための協力を行うことが可能であると述

べた。

1212121212月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）14:0014:0014:0014:0014:00　　　　　United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (ＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤ)))))

Mr. David A. Heesen, Natural Resources Management, USAID Mission to Indonesia

Mr. Ian M. Dutton, Chief of Party, Program Kerjasama

(Coastal Resources Management Project) USAID-BAPPENAS

Mr. Prijanto Santoso, Senior Program Specialist, USAID Natural Resources

Management - II Program

　団長より、本ミッション（formulation）の目的と、その後ＪＩＣＡコンサルタント・チーム

による本格調査の流れにつき説明。そのなかで、資源管理は、フィールド・オフィスなしでは実

施できないので、調査の過程でインドネシア側が地域、制度を強化することの必要性、そのため

の支援の必要性を強調した。また、今回の実地踏査対象地であるマナドでＵＳＡＩＤがすでにサ

ンゴ礁保護のための調査活動を実施しており、地元コミュニティ・ＮＧＯ・大学との共同活動に

よる実績を高く評価した。各ドナーのスキームは長所、短所を有しており、ＪＩＣＡが調査を実

施するにあたって、ＵＳＡＩＤの調査団と協力して実施することは、相互の弱点を補うことを可

能とする。よって「フィールド・レベル」での連携を提案し、前向きに受け入れられた。1992年

にＵＳＡＩＤがブナケン島（Bunaken Island）での最初の活動を行った際、｢誰にその管理計画

を実行してもらうことかが明確でないままに作った計画は、その後の実現に結びつかない。」こ

とを経験、ぜひ今回のチームがマナドを訪れ、地元の関係者との対話の機会を持ち、また、イン

ドネシア中央政府関係者との協議を行ったうえで、｢誰をclientと想定しての管理計画策定のた
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めの調査」かにつき検討し、その結果（対象クライエント）について教えてほしい、との要請が

あった。

　Mr. Duttonよりは、可能性のある２つの調査対象地域のアイデアとして、①Minahasa Regency

東北部のレンベー海峡（生物多様性の豊富な海峡の出口付近で台湾の漁船が網をはって乱獲を行

い、問題になっている。）での保全活動、②埋め立てが進むマナド市内の問題解決を、日本のこ

れまでのノウハウを使って行う（例えば、水族館設置などを含む観光開発の視点での港の再開

発)。というアイデアが紹介される。

　調査団が現地踏査を終了し、ジャカルタに戻った際に再度協議することとした。

資料受領：

Proyek Pesisirプロジェクト・サイト別ファクト・シート（インドネシア語）

Proyek Pesisirパンフレット（英語）

Indonesian Journal of Coastal and Marine Resources Vol. 2, No. 1, 1999（英語、インドネシ

ア語）

　その他、Ｃ／Ｍ時に入手済みのこれまでの活動結果をまとめた資料（1998年作成）について

も、再度コピーが配られた。

1212121212月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）月９日（木）16:0016:0016:0016:0016:00　　　　　National Development Planning Agency (National Development Planning Agency (National Development Planning Agency (National Development Planning Agency (National Development Planning Agency (ＢＡＰＰＥＮＡＳＢＡＰＰＥＮＡＳＢＡＰＰＥＮＡＳＢＡＰＰＥＮＡＳＢＡＰＰＥＮＡＳ)))))

Mr. Abdul Malik, Bureau Chief for Marine, Aerospace, Environment, Science and

Technology

　団長より、地元住民の参加を念頭に置いたサンゴ礁の保全を中心とした総合資源管理計画を策

定する目的を説明するとともに、地元住民の生活向上のためのアイデアを盛り込むことの重要性

を本ミッションが考えていることを説明。その見解を軸に明日以降、ＣＯＲＥＭＡＰ関係者との

協議に臨みたい点を述べ、ＢＡＰＰＥＮＡＳの理解と協力を要請した。Mr. Abdul Malikから

はfully supportをしたい、との言葉を受ける。
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1212121212月月月月月1010101010日（金）午前中　日（金）午前中　日（金）午前中　日（金）午前中　日（金）午前中　COREMAP  Bldg. At LIPICOREMAP  Bldg. At LIPICOREMAP  Bldg. At LIPICOREMAP  Bldg. At LIPICOREMAP  Bldg. At LIPI　資料検索　資料検索　資料検索　資料検索　資料検索

　ＣＯＲＥＭＡＰ ビルにて地図、ＵＳＡＩＤ作成資料及びＷＢ・ＡＤＢが作成したＣＯＲＥＭ

ＡＰ関連の資料につき検索。

1212121212月月月月月1010101010日（金）日（金）日（金）日（金）日（金）14:0014:0014:0014:0014:00　　　　　Indonesian Institute of Sciences (Indonesian Institute of Sciences (Indonesian Institute of Sciences (Indonesian Institute of Sciences (Indonesian Institute of Sciences (ＬＩＰＩＬＩＰＩＬＩＰＩＬＩＰＩＬＩＰＩ)))))

(Lembaga Ilmu Pengetahuan Indonesia)

Dr. H. Anugerah Nontji, Deputy Chairman For Natural Science

Dr. H.M. Kasim Moosa, Project Management Office

　最初にDr. AnugerahよりＬＩＰＩの組織について説明があった。ＬＩＰＩは政府機関であり、

そのトップは大統領に直接報告の義務を負う立場である一方、活動内容に関してはMinistry of

Research and Technologyの管轄下にある。機構としては、５部門の各々にChairmanとDeputy

Chairmanが配置され、Dr. Anugerahはそのうちの自然科学部門のDeputyを勤めている。これま

で、チビノンの博物館建設でＪＩＣＡの協力を得たことをはじめ、日本とはプロジェクト・ベー

スでの協力や専門家の相互派遣など、協力関係をもっている。

　Dr. Anugerahの言葉を受けて団長より、今回のチームのインドネシア訪日の目的であるサン

ゴ礁管理計画調査をとおして、これまでの日本との協力関係が更に深まることを期待していると

の挨拶のあと、今回、インドネシア関係者との協議を経て枠組みを決める管理計画の焦点が、｢地

域の総合的な資源管理につながる、サンゴ礁を含む海洋資源の管理計画策定」であることを説

明。特に、重要なポイントとなるのは「調査の目的は自然科学データを収集することにとどまら

ず、調査をとおして明らかになった科学データを基に、実施可能な管理計画を作ること」である

点を強調。そして、確実に管理計画が実行されるためには、｢地元で資源管理にかかわる当事者」

の関与を仰ぐことが不可欠であることに触れ、地元コミュニティの生計向上の検討にも踏み込ん

だ調査の重要性を述べた。また、資源管理には現地に核となるオフィスを中心とした協力体制が

必要であり、そのような体制なしには作成された計画が実行されないこととなる。このような組

織制度の強化は、新設の海洋開発・漁業省にとっても不可欠の業務であると考えるので、新大臣

と連携を取って本案件が海洋自然開発省の第１号のパイロット・プロジェクトになればすばらし

いと考えている旨を伝えた。

　Dr. Kasimからは、大田団長の観点はＣＯＲＥＭＡＰのシステムとよく合致しており、北スラ

ウェシには他ドナーが入っていないことからも、ＪＩＣＡの同地域へのプロジェクト参画の意義

が大きい、とコメント（ＵＳＡＩＤの活動はプロジェクト・ベースと認識され、ＪＩＣＡ調査は

プログラムと認識されている)。また、団長の、｢ＣＯＲＥＭＡＰについては、国レベルで関係省

庁が集まって効率的に実施されているが、資源管理に直接携わる現場では、多くの機関・団体・
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研究所などが事業を分担して研究等を行っているが、核となる組織がない。口では『コーディ

ネーション』と皆が言い合っているが、実際にはコーディネーションは見受けられない。」との

コメントに対して、Dr. Kasimから、｢これまで各ドナーは自分の持ち場（分担部分）を決め、

それぞれのやり方でＣＯＲＥＭＡＰを進めてきた。日本政府がその問題に対する対策として、

ＣＯＲＥＭＡＰコーディネーションの中枢を担う、常勤職員を置いたオフィス設置（上物の手当

てを含める）への協力の意向があれば非常に実効性の高い協力になろう、という意見。この見解

に対しては団長より、本格調査の枠組みのなかにハード建設は含まれないこと、また本格調査の

結果を受けその後の実施に際しての最終決定を下すのはインドネシア政府であることを確認。さ

らに、ハード建設の必要性等についてのジャスティフィケーションがきちんとなされていれば、

その後の支援取り付けの可能性が高まる点に触れ、最大の効果を意図した調査の実施を行いたい

意向を表明。Dr. Anugerahからは、ＣＯＲＥＭＡＰに本チームが提案する管理計画調査が有機

的に結びつくことを期待する、との言葉があった。

資料受領：

ＬＩＰＩパンフレット（インドネシア語）

1212121212月月月月月1111111111日（土）日（土）日（土）日（土）日（土）17:00  17:00  17:00  17:00  17:00  （マナドで活動するＮＧＯとの協議）（マナドで活動するＮＧＯとの協議）（マナドで活動するＮＧＯとの協議）（マナドで活動するＮＧＯとの協議）（マナドで活動するＮＧＯとの協議）

Mr. Johnnes Tulungen, North Sulawesi Field Program Manager, Proyek Pesisir (Coastal

Resource Management Project)

Dr. L.T.Z. Lalamentik, Lecturer and Researcher of Coral Reef Ecology, Faculty of Fisher-

ies, Sam Ratulangi University（通称：Otty氏）

Dr. Janny D. Kusen, Local Advisor, Proyek Pesisir (Coastal Resource Management Project)

Mr. Dennie Stenly Mamonto, ASPISIA Manado

　マナド市内に現地事務所を持つＵＳＡＩＤ、及び地元で漁民に対する啓蒙・環境教育活動を展

開する会員制ＮＧＯ、ＡＳＰＩＳＩＡから参加を得て、地元ベースでサンゴ礁保全活動に取り組

む各人の立場から、ＪＩＣＡの本調査の方向・内容（案）に対する意見を仰ぎ、協議を行った。

　最初に団長より、ＪＩＣＡが今回北スラウェシを対象地としたサンゴ礁管理計画策定のための

調査を行う予定であること、それがインドネシア海洋開発・漁業省の設置という極めて時宜を得

たタイミングで進められることになり、将来的に非常に意義の深い展開になる可能性を持つこ

と、また自然資源管理を実行するためには地元に管理拠点をもつことが不可欠であること、しか

しながらＪＩＣＡの調査団は現地に拠点を持たないため、地元で活躍する各団体の協力を仰ぎた

いこと、について述べ、続いて、資料（団長作成のパワーポイント資料）を参照しながら本格調
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査の内容について説明を行った。そのなかで、すでにＵＳＡＩＤが３つのコミュニティで沿岸資

源管理プロジェクト（Proyek Pesisir）を展開していることから、不必要な活動地域の重複を

避けること、｢地域資源の総合管理計画策定」の観点から、調査対象地域を北スラウェシ州の半

分を網羅する広域とする考えであること、調査の中心となるのは、対象地域のサンゴ礁の状態を

地球規模での多様性という観点から評価して、保全につき対応方法を検討することに触れた。ま

た、地元コミュニティの社会経済面の強化なくして実効性の高い管理を行うのは不可能なことか

ら、地域の潜在的な経済発展性を引き出すために、内陸部に関してもスポット的に調査を行う意

図であることを加えた。

　団長の説明を受けてまずKusen氏より、北スラウェシで踏査を行うにあたって考慮すべきこと

として、沿岸村落への道路でのアクセスの悪さが挙げられた（注：Proyek Pesisirの現地漁村

20村を対象とした迅速調査では、半分の行程をボートを使って行った)。それに対しては団長よ

り、地域の航空写真を撮ってからスポット調査を行う順序を考えている旨が伝えられた。

Johnnes氏よりは、拠点となる地元オフィスの設置、及びフィールド活動の重視という観点か

ら、ＪＩＣＡ調査はＵＳＡＩＤのアプローチとよく似ている、という前置きの後、ＵＳＡＩＤ で

は2000年の活動として、北スラウェシ州全体をカバーするデータベースの構築を計画しているの

で、ＪＩＣＡ調査団との連携が可能であろう、との発言があった。

　Otty氏からはまた、ＣＯＲＥＭＡＰで個々のドナーが個別に目的を設定しており、関係者間の

連携がないことが指摘された。この点に関して団長からは、ＪＩＣＡ調査は地域主導で管理計画

が実施されることを最終的な目的とするものであり、現地の専門家・機関との協力を重視する考

えが伝えられた。また、すでにブナケンをはじめとする北スラウェシ州２箇所のＣＯＲＥＭＡＰ

調査地域とＪＩＣＡ調査地域の重複の可能性についての質問には、団長より、重複の可能性はな

く、またＣＯＲＥＭＡＰ自体が今後新たな展開を見せる可能性も高く、(ＣＯＲＥＭＡＰの今後

の進行については）流動的にとらえて良いのではないか、とコメントした。最後にOtty氏から、

現在いくつかの地元団体が活動を行うなかでも、ダイナマイト漁法は進行中であり、啓蒙活動が

非常に重要なこと、なかでも一番効果があるのがコミュニティ仲間のPeer pressureであること

から、地元コミュニティを対象とした啓蒙・教育を重視するＪＩＣＡ調査団の活動に期待し、連

携の機会があれば協力したいとの言葉があった。

資料受領：

ＡＳＰＩＳＩＡパンフレット（インドネシア語）
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1212121212月月月月月1212121212日（日）日中　北スラウェシ現地調査日（日）日中　北スラウェシ現地調査日（日）日中　北スラウェシ現地調査日（日）日中　北スラウェシ現地調査日（日）日中　北スラウェシ現地調査

（マナド市内～ビトゥン：ＬＩＰＩ現地事務所～トンダノ湖～マナド市内）

　ビトゥンはマナド市の中心部から東へ約47キロメートルの港町である。北スラウェシ州の北部

を横切る形に通る主要幹線を使ってビトゥンに向かう道の両側には、裕福ではないがある程度の

広さを持った家が続く。これらの住居は近隣のココナッツ農園（多くが中国系住民の経営）の賃

金労働者かビトゥンの工場に勤務する労働者のものである（ビトゥンにはコカ・コーラや日本輸

出用の貝や鰹の加工工場、缶詰工場などがある)。ビトゥンの対岸には南北に細長いレンベー島

が横たわり、その間のレンベー海峡は格好の漁場となっている。

　ＬＩＰＩの現地事務所は海峡を望むビトゥンの高台にある。建物内にはレセプションホール、

標本・機材室と２つの執務室があるが、宿泊設備はない。この事務所にはサンゴ礁生物（おもに

無脊椎動物の多産種）の標本とそれらの管理台帳が保管されている。調査用機材として４セット

の潜水用具、エアタンク８本と充填用コンプレッサー及び船外機付きボートを保有している。パ

ソコンはWindowsとDOSが各１台、そしてHewlett Packard製のプリンターが備えられているが、

いずれも旧式である。電話は通じているものの、ファックス機はなく、インターネットにも接続

されていない。現状の設備では、ビトゥン周辺の現地調査を行う際に資機材の保管場所になり得

るという程度である。

　ＬＩＰＩ事務所を辞してから、今度はマナドからは南西約30キロメートルに位置する、カルデ

ラのトンダノ湖を視察。周辺は水田が広がるのどかな風景だが、湖畔にはレストランが建ち、ま

た温泉もあることから、ダイビングを目当てに北スラウェシを訪れるツーリストを、内陸に引き

込む観光地として今後、開発の可能性が考えられる。

資料受領：

　Research and Development Centre for Oceanology, Indonesian Institute of Sciences

（パンフレット、英語）
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1212121212月月月月月1212121212日（日）日（日）日（日）日（日）日（日）19:0019:0019:0019:0019:00

Dr. Mark V. Erdmann, Coral Reef Ecology/Conservation, University of California

　マナド市から約７キロメートル北西のブナケン島に居住する、アメリカ人のシーラカンス研究

者。夫妻ともにスラウェシ島在住歴が長く、ブナケンにおいても地元住民と緊密な関係をもつ。

小額の資金を提供して「シーラカンスの刺繍（Lensos）プロジェクト」（島内に住む女性グルー

プによる、収入向上活動。刺繍入りハンカチなどを製作し、ダイバーが集う島内のレストランや

マナド市内のみやげ物店に卸している。詳細はブナケン島踏査記録を参照）のきっかけを作るな

ど、住民の環境意識向上に貢献している。

　ブナケン島でぜひ会うべき人物として、この刺繍プロジェクトのリーダー的存在であるボニー

夫人及び警官のピーター氏の名が挙げられる。ピーター氏は、島の周りでサンゴ礁破壊が行われ

ていないかをパトロールする立場にあり、プライベートでも島の教会グループのリーダーとし

て、積極的に環境保全活動にかかわっている。今般、やはりマーク氏の尽力でWWF Indonesiaか

ら小額の援助を取り付け、付近の自然環境資源のモニタリングを行うための財団が設立されるこ

ととなり、その活動にもピーター氏がかかわるとのこと（注：今回のブナケン踏査ではピーター

氏とはすれ違いで面会ができなかった)。なお、マーク氏は、ＪＩＣＡ和田専門家が北スラウェ

シ及びジャカルタで幅広く展開しているシーラカンスをテーマとした普及・啓蒙活動や住民の生

活向上運動の理解者であり協力者である。

1212121212月月月月月1313131313日（月）午前中　ブナケン島踏査日（月）午前中　ブナケン島踏査日（月）午前中　ブナケン島踏査日（月）午前中　ブナケン島踏査日（月）午前中　ブナケン島踏査

（マナド市内よりボートにてブナケン島へ。シュノーケリングにての付近のサンゴ礁の実地踏

査、及び島内の踏査を実施）

　ブナケン島は３つの漁村から成り（行政上の区分は２村)、2,000人ほどのキリスト教及びイス

ラム教信者が住んでいる。島の周辺が海洋国立公園に指定されており、世界有数といわれるド

ロップ･オフに惹かれて世界中からダイバーが集まる。ＣＯＲＥＭＡＰ対象地域として指定され、

島内に事務所が置かれているが、コミュニティ・ベースの活動は現在まだ行われていない。

（詳細は報告書を参照。）
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1212121212月月月月月1313131313日日日日日(((((月月月月月) ) ) ) ) 午後午後午後午後午後

(１) 官団員：北スラウェシ州事務所

　州知事、州ＢＡＰＰＥＤＡ長官、州ＢＡＰＰＥＤＡＬ長官、マナド市長を表敬

Prof. Dr. H.A. Nusi, Vice Governor for Economic & Development

Mr. J. Saruan, Chairman, BAPPEDA

Mr. Kindaugen, Chairman, BAPPEDAL

Mr. Ir. L.H. Korah, Mayor of Manado City

Dr. Lalamentik, Lecturer, Faculty of Fisheries and Marine Science, Sam Ratulangi

University

　団長より、本調査の主旨について別資料に基づき説明。特に、調査の目的は第一に北

スラウェシ州東部を対象とした海洋資源管理の推進、第二に地域社会の参加による管理

（ＣＢＭ）である旨を述べるとともに、今般新たに発足した海洋開発・漁業省との連携

について説明し協力を求めた。州知事からは、調査実施を歓迎する旨の発言があり、そ

のうえで本計画においては施設の設立が含まれるのか、また調査団が何を必要としてい

るのか、との質問があったため、団長よりＪＩＣＡの開発調査のスキームには施設の整

備支援が含まれないことを説明するとともに、本格調査団のインドネシア来日時におけ

るオフィスの提供、並びに再委託を通じた地元専門家による調査協力を要請した。これ

に対し、先方からは受諾の意が表明されたが、オフィスの提供については、インドネシ

ア中央政府からの手紙による要請があればスムーズに対応できるだろうとの示唆があっ

た。

　また、先方より調査の結果報告書の配布、調査における地元専門家の活用とともに、

地元行政官４～５名を視察のため日本に派遣できないかとの要請があり、団長からは、

ＪＩＣＡのスキームでは視察旅行を支援することはできない旨を回答した。

(２) 役務団員：ＵＳＡＩＤ Manado Office (Proyek Pesisir）訪問

Mr. Johnnes Tulungen, North Sulawesi Field Program Manager

Mr. Christovel Rotinsulu, Senior Extension Officer

　ＵＳＡＩＤが北スラウェシ州内の３つのサイトでＣＢＭ（Community Based Management）

活動を行うための拠点事務所（３つのサイトはTalise、Blongko、Bentenan-Tumbakであ

り、これらサイトの位置関係は、Minahasa Regencyの北、東、西のポイントをカバーす

るような形である)。このサイトを選定するにあたって、ＵＳＡＩＤでは1 9 9 6 年に
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Minahasa Regencyの沿岸をほぼ網羅する、20漁村を対象としたrapid assessment（迅

速調査）を行っており、今回の訪問ではその調査を担当したスタッフ、クリス（M r .

Christovel Rotinsulu）に面会することができた。彼はＵＳＡＩＤが契約したコンサル

タント（米国ロード・アイランド大学のRichard Pollnac）に同行し、対象村落のイン

フラ設備、人口変化の傾向、職業構成、生計活動、収入向上活動及び自給のための沿岸

資源利用状況及びそれらの活動のために使用されている技術について、また沿岸資源の

管理活動の有無及び種類などについて、駆け足で訪問調査を行った（調査の結果はRapid

Assessment of Coastal Management Issues on the Coast of Minahasa, Proyek Pesisir

TE-97/01-Eに報告されている)。ＵＳＡＩＤ事務所によれば、この調査で網羅されていな

い別の漁村16村落について、米国デューク大学の教授が同様の調査を実施しており、現

在おそらくその調査結果がまとめられている頃であろうとのこと（ＵＳＡＩＤとは別の

調査)。報告書はUSAID Manado Office にも送られる予定であるが、興味があれば直接

照会することを勧められる（Prof. Randall A. Kramer, Professor, Resource & Environ-

mental Economics, School of Environment, Duke University PO Box 90328 Durham NC

27708-0328 U.S. A. Tel: 919-613-8072, Fax: 919-684-8741)。

　Proyek Pesisirの傑出している点は、サイト・ベースでの保全を徹底するための条例

作りに法律の専門家を雇っていることである（地元の大学教員を週２日のコンサルタン

ト契約で雇用)。民族や宗教背景、慣習が入り組んだインドネシア各地の事情を十分に勘

案した法律を国家レベルで策定することは難しく、逆にコミュニティ・レベルの声を聞

き取り、その意見を法律の専門家が聞き取って条例作りを補佐するプロセスは、コミュ

ニティにとって学ぶことが多く、また実効可能性も高いことから非常に有効なアプロー

チと考えられる。

　前述のクリス、及びプログラム・マネジャーのジョネス両氏はマナド出身であり、ま

た、ＵＳＡＩＤを通じての経験を通して、今後本格調査団が参考となろう知識を豊富に

持っていると思われる。加えて、特に本格調査団の現地調査立ち上げの時期などにProyek

Pesisirオフィス内にスペースを提供することも可能であるという申し出もあり、本格調

査団の第一次現地調査時に、特に地域開発・コミュニティ開発担当コンサルタントが再

度面会を求めることが薦められる。また、基本的に北スラウェシ各地の国勢調査結果な

どの基本統計資料はＢＡＰＰＥＤＡＬに照会しないと入手できないとのことであるが、

一応ＢＡＰＰＥＤＡＬ訪問の前にProyek Pesisirオフィス内のライブラリーで立ち寄っ

てみる価値があろう、とのこと（今回はライブラリーの文献を調べる時間がなかった)。
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資料受領：

Assessment of Wildlife Populations, Forest and Forest Resrouce Use of Talise

Island, North Sulawesi, Indonesia, Roebert J. Lee and Priciellia Kussoy, TE-99/

09-E, Proyek Pesisir

Socioeconomic Aspects of Coastal Resource Use in Talise, North Sulawesi, Brian R.

Crawford, Priciellia Kussoy, A. Siahainenia and R. B. Pollnac, TE-99/10-E, Proyek

Pesisir

An Examination and Comparison of Rumbia and Minanga: Control Villages for the

Coastal Resource Management Project Sites and Bentenan and Tumbak, R. B. Pollnac

Brian R. Crawford, Christovel Rotinsulu, Priciellia Kussoy, Audrie Siahainenia,

TE-98/01-E, Proyek Pesisir

Rapid Assessment of Coastal Management Issues on the Coast of Minahasa, R. B.

Pollnac, Christovel Rotinsulu, Arisetiarso Soemodinoto, TE-97/01-E, Proyek Pesisir

Coastal and Marine Management Strategic Plan, Provincial Planning Development

Agency, Province of North Sulawesi, 1998

(３) 役務団員：Sam Ratulangi 大学訪問

Dr. Janny D. Kusen, Lecturer, Sam Ratulangi University, Local Advisor, Proyek

Pesisir

　Dr. Kusen は琉球大学で修士課程、九州大学で博士課程をそれぞれ修了して学位を取

得され、現在はSam Ratulangi大学で教鞭をとるかたわら、サンゴの分類及びサンゴ礁

生態系のエキスパートとしてProyek PesisirのLocal Advisorを兼務している。Dr.

Kusenの教室には現在７人の学生がおり、ＪＩＣＡの現地調査に際して人材が不足してい

る場合は彼らを派遣することも可能とのことである。なお、前日に行ったブナケン島で

の調査には、Dr. Kusenが直接指導している学生２人が同行したが、彼らはサンゴ礁生態

系の基礎的な知識を十分に習得しており、大学できちんとしたカリキュラムがとられて

いることが推察できた。

　Dr. Kusenはサンゴ礁域のＧＩＳに強い興味をもっており、当方の本格調査において航
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空写真を撮影・解析する際には是非参加したい旨の申し出があった。

1212121212月月月月月1414141414日（火）午前　日（火）午前　日（火）午前　日（火）午前　日（火）午前　Sam Ratulangi Sam Ratulangi Sam Ratulangi Sam Ratulangi Sam Ratulangi 大学訪問大学訪問大学訪問大学訪問大学訪問

Dr. L.T.Z. Lalamentik, Lecturer and Researcher, Faculty of Fisheries, Sam Ratulangi

University　（通称：Otty氏）

　Otty氏は水産学部の講師として、おもに学生の潜水調査実習を担当している。そのため、各種

の調査資機材（潜水器具17セット、エアタンク25本と充填用コンプレッサーをはじめとする重機

材、ビデオカメラや水中カメラからボート３隻に至る－詳細は報告書に記載）を管理しており、

学生実習で使用しないときにはＪＩＣＡ調査団に市価よりも安い価格で貸し出せるとのことであ

る。また、Otty氏がこれまで指導してきた学生などを中心とする野外調査チームがあり、ＪＩＣＡ

調査団からの委託を受けることもできるという申し出もあった。彼のチームはＵＳＡＩＤをはじ

め、過去にも８社以上から現地調査を受託、実施した経験があり、高い評価を得ているというこ

とである。

　Otty氏の研究室にはブナケン周辺の海図やデジタル地図（ランドサットＴＭ)、そして３台の

パソコンとプロッタ、スキャナやデジタイザーがあり、これらの資料や機器を使用して過去に野

外調査で取得したデータをＧＩＳ化したいという意向はあるが、データベースの作成や図化技術

をもっていないため、その指導を受けたいということである。

1212121212月月月月月1515151515日（水日（水日（水日（水日（水)))))～～～～～1212121212月月月月月1717171717日（金）日（金）日（金）日（金）日（金）     Ｓ／Ｗ協議Ｓ／Ｗ協議Ｓ／Ｗ協議Ｓ／Ｗ協議Ｓ／Ｗ協議

Dr. H.M. Kasim Moosa, Project Management Office, COREMAP

Dr. Ir. H. Ono Kurnaen Sumadhiharga, Director, Research and Development Centre for Ocean-

ology, LIPI

Mr. Anang Nugroho, National Development Planning Agency (BAPPENAS)

Dr. Ir. Sugiarta Wirasantosa, Project Management Office, COREMAP

Dr. Malikusworo Utomo, Project Manager, Project Manager, LIPI

Dr. R. Soekarno, Training Coordinator, COREMAP

Dr. Sobagjo Soemodihardho, Project Management Office, LIPI

（協議の内容についてはＭ／Ｍを参照のこと。）
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1212121212月月月月月1616161616日（木）日（木）日（木）日（木）日（木）14:0014:0014:0014:0014:00　　　　　United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (United States Agency for International Development (ＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤ)))))

Mr. Ian M. Dutton, Chief of Party, Program Kerjasama

　北スラウェシ現地視察を終えて、報告を兼ねて再度の訪問。団長からは、今後のＪＩＣＡ調査

のプロセスとして、まずサンゴ礁の特性や分布を調べる海洋・沿岸調査を行い、その後スポット

的なフィールド調査を行う意向を説明し、その過程で現地の機関に調査を委託することもある、

と言及した。それを受けてイアン氏より、実務的なことだがという前置きで、北スラウェシは

ローカル・スタッフを雇用することが難しい所であり、その点に留意して、ＪＩＣＡ調査団は時

間的な余裕を持って人材獲得を行うようアドバイスがあった（優秀な人材を獲得するのが難しい

ということ。調査にすぐ活躍してもらえる人材は地元の大学に所属しているなどの場合が多く、

その場合、二重雇用を避ける工夫が必要である)。さらに、地元ＮＧＯとの共同事業を行う際は、

ＮＧＯの能力の見極めが大切である、との意見が出された（ＮＧＯ間の資金を巡る競争からか、

横の関係が良好ではないため、一度ある団体と関係を築いた後に他の団体にアプローチすること

は非常に困難である。そのため、最初に特定のＮＧＯにアプローチせず、地元のネットワーク団

体、ＦＰＫにまず打診することが賢明であろうとのこと)。

1212121212月月月月月1717171717日（金）日（金）日（金）日（金）日（金）     団内打合せ、資料収集団内打合せ、資料収集団内打合せ、資料収集団内打合せ、資料収集団内打合せ、資料収集

1212121212月月月月月1818181818日（土日（土日（土日（土日（土)))))、、、、、1919191919日（日）日（日）日（日）日（日）日（日）     生活事情調査、市場価格調査生活事情調査、市場価格調査生活事情調査、市場価格調査生活事情調査、市場価格調査生活事情調査、市場価格調査
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1212121212月月月月月2222222222日（水）日（水）日（水）日（水）日（水）9:309:309:309:309:30～～～～～10:3010:3010:3010:3010:30　　　　　United States Agency for International DevelopmentUnited States Agency for International DevelopmentUnited States Agency for International DevelopmentUnited States Agency for International DevelopmentUnited States Agency for International Development

(((((ＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤＵＳＡＩＤ)))))

Prof. Jacob Rais, Senior Policy Advisor (Governance), Program Kerjasama

Dr. Riadika Mastra, Data production and standerdization specialist, BAKOSURTANAL

　Rais教授はＢＡＫＯＳＵＲＴＡＮＡＬ（日本の国土地理院に相当する機関）の前長官で、イン

ドネシアにおける地図測量、リモート・センシング及びＧＩＳの第一人者である。現在は、蓄積

された地図調査データを一元管理し、2000年から施行されるLaw 22/99の下で中央政府あるいは地

方機関とのデータネットワーク化に取り組んでおられる。Mastra博士はＢＡＫＯＳＵＲＴＡＮＡＬ

の研究官として、Rais教授の監修の下で実務を担当しておられる。

　今回は、USAID Officeの紹介により、北スラウェシ地域の航空写真及びＧＩＳ賦存状況に関

する情報を得るために両氏と面会した。当方からは、ＪＩＣＡが北スラウェシ地域でサンゴ礁保

全計画を策定するための社会開発調査を行うが、その最初のステップとして対象地域全体の航空

写真を撮影、グランドトゥルースを行ってＧＩＳを作ることを説明した。両氏とも、ＪＩＣＡの

計画には全面的に賛同され、いずれ調査結果が利用できるようになれば、現在計画中のネット

ワークに含めていきたいとの申し入れがあった。

　両氏から聞き取ったところでは、北スラウェシ地域の航空写真は、1980年代にブナケン島とマ

ナド、トンダノ湖周辺でのみ撮影され、その縮尺は赤外線写真が１／６万、白黒写真が１／10万

ということであった。これらの写真はＢＡＫＯＳＵＲＴＡＮＡＬに申請すれば購入できるようで

ある（問い合わせ先：サービス部門　電話021-875-3155)。

　沿岸域の生態系を主なコンテンツとしたＧＩＳのためには、どの程度の縮尺の航空写真が適当

かという質問に対しては、１／３万以上にすべきであろうというご意見であった。これまで、北

スラウェシに限らず、インドネシア各地でＧＩＳが作られてきたが、その多くはレッスン的なも

のであり、ベースとなる画像がランドサットＴＭのものであるため精度が低いという点にも言及

された。

　両氏との面会後は、USAID OfficeのLibraryにて資料収集を行った。

受領資料

Integrated Coastal Resource Management

Workplan implementation Report #3 (April 1998 - September 1998). Proyek Pesisir.  AR-98/08-E

Workplan implementation Report #4 (October 1998 - March 1999). Proyek Pesisir.  AR-99/03-E

Year Three Workplan (April 1999 - March 2000). Proyek Pesisir. AR-99/01-E

Publication Production Procedures. Plouffe, J. TE-98/08-E
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Coastal Management in Sri Lanka: Lessons for Indonesia. Dutton, I.M. TR-97/02-E

Lessons from Proyek Pesisir Experience in 1997 - 1999. Sondita, M.F.A., Zamani, N.P.,

Burhanuddin, Tahir, A., Haryanto, B. (eds)  Proyek Pesisir.

Coastal Managers Directory CCMRS & Proyek Pesisir. Proyek Pesisir. SR-98/01-E1

1212121212月月月月月2222222222日（水）日（水）日（水）日（水）日（水）14:3014:3014:3014:3014:30～～～～～16:0016:0016:0016:0016:00　　　　　Mandarin Oriental HotelMandarin Oriental HotelMandarin Oriental HotelMandarin Oriental HotelMandarin Oriental Hotelにて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会

Mr. G. Haryuatomanto, Director, Waindo SpecTerra Digital Information Services

　Haryuatomanto氏は、航空測量及びそのデジタル化情報を扱うWaindo SpecTerra社の代表者

で、昨年の予備調査ではインドネシアの地図・航空写真等の賦存状況やＧＩＳについて聞き取り

調査を行った。今回の事前調査では、航空写真の撮影業者の１つとして、Waindo SpecTerra社

が提供できる技術の聞き取りと、撮影費用の参考見積を依頼するために面会した。

　当方からは、ＪＩＣＡの社会開発調査として北スラウェシ地域でサンゴ礁保全計画を策定する

ため、その最初のステップとして対象地域全体の航空写真を撮影、グランドトゥルースを行って

ＧＩＳを作ることを説明した。今回の撮影対象については、Ｓ／Ｗで策定した北スラウェシ全域

（約7,500平方キロメートル）で、沿岸生態系だけでなく陸上の森林や耕作地などの土地利用も

調べることが目的である旨も説明した。

　現状で利用できる航空写真は10年以上前に撮影されたもので、今回のＪＩＣＡ調査の目的には

そぐわないし、また、仮にそれらを使用したとしても、当時の撮影技術（白黒と赤外線のみ）で

は解像度が低いためにグランドトゥルースの作業量が膨大なものになるだろうということであっ

た。Waindo SpecTerra社では、通常の撮影方法（カラーと赤外線）に加え、ＤＭＳＣ（Digital

Multi-Spectral Colour、分光画像）撮影も行っているが、後者のほうが生態系の解析及び撮影

情報（等高線のぞく）のデジタル化には適しているそうである。一般的に、インドネシア国内で

の航空写真の撮影にかかる費用の目安として、通常の撮影方法で１ヘクタール当たり２ドル、

ＤＭＳＣでは１ヘクタール当たり１ドル程度であるといわれているが（待機期間が長期の場合を

除く)、後者が安いのは等高線解析を含まず、デジタル化が容易であることを反映している。

　北スラウェシ地域では、乾期に入る４～５月にかけての気象条件が航空写真を撮影するために

最も適しているということである。当方も、今回の撮影対象にはサンゴ礁が含まれるため、昼間

に干潮となるこの時期が良いと同意した。

　現在、インドネシア国内の測量業者は、どこも自社の飛行機を保有しておらず、３社ある航空

会社のいずれか、又は複数から飛行機を借り受け、自社製カメラを搭載して撮影する。撮影条件

が整わないときは飛行機を待機させなければならないが、その際の費用（Stand-by Cost）はお

よそ１日当たり500ドルで、ジャカルタ以外の場所（ウジュンパンダン、バンドゥンなど）で待
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機する場合は、そこまでの移動費用（Ferrying Cost）も別途必要だということである。

　Waindo SpecTerra社では、過去に蓄積した様々な地図情報のデータベースを保有しており、

１／25万インドネシア全土をカバーするデジタル地図の他、北スラウェシ地域の社会環境データ

も保有しており、いつでもＧＩＳ化できるようになっているようである。

　この面会では、航空写真の仕様を、撮影時期４月、縮尺１／２万、デジタル撮影、デジタル

化、等高線解析含まずと仮定したうえで撮影費用の見積を依頼し、翌週月曜日に再度会見するこ

ととした。

1212121212月月月月月2323232323日（木）日（木）日（木）日（木）日（木）9:309:309:309:309:30～～～～～11:3011:3011:3011:3011:30　ＣＯＲＥＭＡＰ　ＣＯＲＥＭＡＰ　ＣＯＲＥＭＡＰ　ＣＯＲＥＭＡＰ　ＣＯＲＥＭＡＰ     ＰＭＯにて資料収集ＰＭＯにて資料収集ＰＭＯにて資料収集ＰＭＯにて資料収集ＰＭＯにて資料収集

　ＣＯＲＥＭＡＰ ＰＭＯのLibraryに保存されている文献のコピーを依頼した。

1212121212月月月月月2323232323日（木）日（木）日（木）日（木）日（木）14:0014:0014:0014:0014:00～～～～～17:0017:0017:0017:0017:00　ジャカルタ市内にて価格調査　ジャカルタ市内にて価格調査　ジャカルタ市内にて価格調査　ジャカルタ市内にて価格調査　ジャカルタ市内にて価格調査

　調査資機材（事務所、自動車、コンピューター、ボート等）の市場価格を、各業者に電話ある

いは訪問により調査した。詳細は別途表に掲げた。

1212121212月月月月月2424242424日（金）日（金）日（金）日（金）日（金）9:009:009:009:009:00～～～～～12:0012:0012:0012:0012:00　　　　　Mandarin HotelMandarin HotelMandarin HotelMandarin HotelMandarin Hotelにて資料整理、現地報告のとりまとめにて資料整理、現地報告のとりまとめにて資料整理、現地報告のとりまとめにて資料整理、現地報告のとりまとめにて資料整理、現地報告のとりまとめ

1212121212月月月月月2424242424日（金）日（金）日（金）日（金）日（金）13:3013:3013:3013:3013:30～～～～～15:3015:3015:3015:3015:30　　　　　Mandarin HotelMandarin HotelMandarin HotelMandarin HotelMandarin Hotelにて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会

Mr. Achmad Thala'at, Director, Pt. Herdata Haradirga Utama

Mr. Herman Surono, Engineer, Pt. Herdata Haradirga Utama

　Herdata Haradirga Utama社は、ジャカルタを拠点として、環境アセスメント及び測量を主業務

としている。Thala'at氏は同社の代表者、Surono氏は測量部門の技術者で、ＢＡＫＯＳＵＲＴＡＮＡＬ

のMastra博士から、航空写真に関する聞き取り調査の対象者として紹介された。

　Herdata Haradirga Utama社は、自社所有ではないが優先的に使用できる飛行機があり、国

内でも比較的性能が良いカメラ（RM-15A）を搭載しているとのことである。航空写真撮影のトー

タルコストとしては、１ヘクタール当たり２～2.5ドルが目安となるが、飛行機の待機・回送費

用によって大きく変わってくるようである。同社が使用している飛行機の場合、待機費用（１日

あたり２時間以上）は１日250ドル、回送費用（ジャカルタ－マナド、20時間）は1,200ドルであ

る。待機場所としては、可能ならば回送費用がかからないマナドが良いが、燃料の入手が困難に

なる場合があり、ウジュンパンダンでの待機もやむを得ないようである。

　４～５月にかけては北スラウェシ地域が乾期にはいるため、撮影時期として適している。過去

の経験によれば、この時期は１か月のうち15日前後の好天が見込まれ、待機・回送を含めても３～
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４か月の工程で撮影は終了できるようである。

1212121212月月月月月2727272727日（月）日（月）日（月）日（月）日（月）14:3014:3014:3014:3014:30～～～～～16:3016:3016:3016:3016:30　　　　　Mandarin HotelMandarin HotelMandarin HotelMandarin HotelMandarin Hotelにて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会にて地図業者と面会

Mr. G. Haryuatomanto, Director, Waindo SpecTerra Digital Information Services

　12月22日にHaryuatomanto氏に会見した際、北スラウェシ地域の航空写真撮影費用の参考見積

もりを依頼した。当初、見積もりの条件として、縮尺１／２万、デジタル撮影、デジタル化、等

高線解析含まず、と同氏には伝えた。しかし、工程なども含めて検討した結果、今回の調査対象

地域面積がデジタル撮影には広すぎるため、今回は通常の光学撮影での参考見積もりとしたそう

である。

　見積もり書によれば、調査対象地域の全域（7,500平方キロメートル）の航空写真撮影、測量

（写真標定)、三角測量（標高解析)、10メートル間隔等高線入り地形図の図化・編集作業及びデ

ジタル化を含み、総額は約80万ドルであった。作業工程のなかで、航空写真撮影だけで３か月を

要するとされていた。この工程を短縮するための方策として、Haryuatomanto氏は、数社の航空

写真会社によるジョイントベンチャーによる施工を提案した。22日に会見したＵＳＡＩＤのRais

教授は、Waindo SpecTerra社の顧問であるばかりか、インドネシアの地図業者20社からなる協

会（Association of Mapping and Survey Companies of Indonesia）の設立者であるが、こ

の協会に対して工期を含めた仕様とともに入札を公示することにより、個々の業者がジョイント

して応札してくるということであった。Haryuatomanto氏には、地図業者協会代表者の連絡先を

送付してもらえるよう依頼した。

（注：ＪＩＣＡが直営で航空写真業者の選定を行う入札にあたっては、地図業者協会にコンタク

トをとるべきである)。
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